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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。


(1)経営方針、経営目標等

当社グループは、常に変革に挑戦し続け、快適で安心できるネットワーク社会づくりに貢献し、豊かで夢のある未

来を世界中の人々に提供することを企業理念としております。そのためには、健全な利益と成長を実現し、企業価値

を持続的に向上させることが重要と考えております。 

情報機器やネットワークの高度化を背景に、社会や経済の至るところでICTの活用が広がり、従来の業界の枠組みを

超えた新たなビジネスが生まれるなど、市場構造の変革が進んでおります。消費者の行動が変化し、またグローバル

な競争が加速する中で、企業において新しいテクノロジーをビジネスの変革や競争優位の確保に活かす動きが高まっ

ています。また、防災、エネルギー、環境、医療など、社会の抱える様々な課題を解決し豊かな社会の実現に貢献す

ることが、ICTの新たな役割として期待されています。 

このような環境下において、当社グループは、テクノロジーソリューションを中核とした真のサービスカンパニー

になることを目指しております。2015年10月に発表しました経営方針において、①つながるサービスにフォーカスし

た「ビジネスモデル変革」により、競争力を高めること、②「デジタル・イノベーション」の可能性の追求を目指し

た人材・体制の強化、そして③それらを「グローバル」に実行することを掲げました。こうした自らの改革を進め、

お客様のビジネスを支えるとともに、豊かな社会の実現に向け、ICTを通じて貢献してまいります。これに向けて、ビ

ジネス及び社会におけるイノベーションを通じてICTの活用領域を拡大するとともに、グローバルでのビジネス拡大を

進めてまいります。 

ビジネス分野については、IoT時代に向けた新しいデジタルテクノロジーを活かしたビジネスのイノベーション創出

に取り組んでまいります。同時に、人に優しい豊かな社会「ヒューマンセントリック・インテリジェントソサエテ

ィ」の実現につながる、社会イノベーションの創出を目指してまいります。 

グローバルでのビジネス拡大に向けては、当社グループのグローバルな区分であるリージョンと事業部門とのマト

リクス体制をさらに進化させます。日本を含めたグローバルな連携を一層進め、グローバルデリバリー体制拡充によ

るオフショアの徹底活用で成長を加速いたします。 

当社グループは経営目標として（ⅰ）営業利益率10%以上、（ⅱ）フリー・キャッシュ・フロー1,500億円以上、

（ⅲ）自己資本比率40%以上、（ⅳ）海外売上比率50%以上を設定いたしました。「ビジネスモデル変革」を通じて、

当社グループの形と質を転換し真のサービス企業に変質することにより、さらなる成長を確実に進めてまいります。 

これらの実現に向けては、次世代技術の研究開発やデジタル変革実現へ向けた先行投資にも引き続き注力してまい

ります。 

以上のような課題を不断の努力を積み重ねることにより解決し、快適で安心できるネットワーク社会づくりに貢献

できるグローバルな企業として、お客様や社会から信頼されるよう一層の自己革新を図ってまいります。 
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(2)対処すべき課題 

当社グループは、常に変革に挑戦し続け、快適で安心できるネットワーク社会づくりに貢献し、豊かで夢のある未

来を世界中の人々に提供することを企業理念としております。そのためには、健全な利益と成長を実現し、企業価値

を持続的に向上させることが重要と考えております。 

このような認識のもと、当社グループは、2015年度より「営業利益率10%以上」「フリー・キャッシュ・フロー

1,500億円以上」「自己資本比率40%以上」「海外売上比率50%以上」という経営目標を掲げ、事業ポートフォリオの変

革に取り組んでまいりました。 

これまで、事業ポートフォリオに関する「形を変える」取り組みを着実に実行してきた結果、一定の成果を上げる

ことができました。その一方で、「質を変える」取り組みに関しては十分な成果の享受には至っておらず、2017年度

を通じて、当社グループにとって改めて3つの課題が明確となりました。 

1つ目は、海外ビジネスを含め、これまで積極的に行ってきた先行投資に対する十分なリターンを得ること。今後

は、既存の先行投資の効率的な回収に努めながら、将来的な成長を見据え厳格な投資の集中を行ってまいります。 

2つ目は、ネットワークビジネスにおける事業環境の変化に十分対応すること。2018年度は、変革を必要とする事業

領域の体質強化に躊躇なく手を打ってまいります。 

3つ目は、不採算の拡大を抑制すること。なお、2017年度に発生した大規模な不採算に対しては、すでにアシュアラ

ンス機能の拡充を開始しております。 

当社グループのビジネス分野においては、国内ITサービスは、これまで行ってきた先行投資や構造改革を通じて、

AIなど先端技術開発でグローバルなエコシステムの効果がビジネスに反映されはじめており、また、日本とアジアが

一体となったビジネス強化による利益体質の転換が進むなど、引き続き堅調です。一方、ネットワークや海外ビジネ

スにおいては、現段階においては厳しい状況を見込んでおります。 

2018年度においては、上記3つの当社グループが直面する経営課題に対する変革をやり切り、業績予想値を確実に達

成いたします。 

これまでの3年間の結果を踏まえ、経営目標に至るまでのプロセスのうち達成までの時間軸については見直しを行い

ますが、今後のデジタル時代における成長のための投資を続けて競争力を維持し、グローバル競争を勝ち抜いていく

ためには、この目標レベルに達することは必須であり、当社グループの「目指すべき姿」に変わりはありません。 

この「目指すべき姿」を実現すべく、当社グループは、今後も積極的に変革に取り組んでまいります。自らの改革

を進め、お客様のビジネスを支えるとともに、豊かな社会の実現に向け、ICTを通じて貢献してまいります。これに向

けて、ビジネス及び社会におけるイノベーションを通じてICTの活用領域を拡大するとともに、グローバルでのビジネ

ス拡大を進めてまいります。 

なお、当社グループは、企業価値の維持・向上の観点から、コンプライアンスを含む内部統制体制の構築及び運用

を経営の最重要事項の一つと認識し、FUJITSU Wayの「行動規範」に則り、その徹底を図っております。コンプライア

ンスに関する取り組みの一層の強化も対処すべき課題と位置づけ、今後も、継続して取り組んでまいります。 
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(3)気候変動・エネルギー問題への対応 

気候変動は国・地域を超えて世界に影響を与える問題であり、グローバルに活動する当社にとって重要な課題であ

ると認識しています。 

各国・地域におけるCO2排出規制の導入・強化や、世界の平均気温上昇に伴う自然災害の発生頻度・影響度の増大

など気候変動に伴う影響は、事業におけるエネルギーコストや温室効果ガス削減施策に必要なコストの高騰、さらに

調達・物流網の寸断など、様々なリスクをもたらします。さらなる省エネの強化や低/ゼロ排出エネルギーの利用の

推進と、サプライチェーン管理の強化が必要です。 

一方、気候変動への対応は、当社グループのお客様においても課題であることから、気候変動の緩和と適応に貢献

する製品やサービスの開発と提供は、お客様とともに課題克服のイノベーションを創出する機会につながります。多

様なモノやサービスをデジタルにつなげることで、物流や交通、ものづくりなど様々な分野でエコシステムを形成

し、社会システム全体としてのエネルギーの最適利用を実現するとともに、先進テクノロジーをレジリエントな社会

インフラの構築などに活用することが可能です。 

こうした背景を踏まえ、当社グループは、グローバルICT企業として、気候変動対策において果たすべき役割や実

現すべき未来の姿を明確にした2050年までの中長期環境ビジョン「FUJITSU Climate and Energy Vision」を策定し

ました。本ビジョンは、ICTを活用し自らの「脱炭素化」にいち早く取り組むこと、及び、そこで得たノウハウと当

社のデジタルテクノロジーをソリューションとしてお客様・社会に提供し、ビジネスを通して気候変動の緩和と適応

に貢献することを狙いとしています。 

特に、自らの「脱炭素化」については、2050年までに自らのCO2ゼロエミッションを掲げており、そのCO2削減シナ

リオは、「2℃目標」（注1）達成のために科学的に根拠のある水準であると認められ、国際的なイニシアチブ

「Science Based Targets（SBT）」（注2）に承認されました。さらに当社グループは短期目標として「第8期富士通

グループ環境行動計画」を策定し、2016年度の温室効果ガス排出量削減目標を達成しました。2016年度の温室効果ガ

ス排出量は、直接排出（Scope1）が208千トン、間接排出（Scope2）が1,021千トンでした。 

こうした気候変動に係るリスクと機会に関する具体的な方針や目標の管理は、代表取締役社長を主宰とする「環境

経営委員会」において実施され、経営会議での最終決定の後に取締役会に報告されます。さらに、取締役会の監督の

下、全社レベルのリスクマネジメント体制において統合的に気候変動関連のリスク分析と対応が行われます。 

最新の情報と詳細は、当社ウェブサイトをご参照ください。 

（注）１．「産業革命前からの平均気温上昇を2℃未満に抑える」という目標。国連気候変動枠組条約第21回締約国会

議において、2020年以降の温暖化対策の国際的枠組みとして採択され、2016年11月に発効したパリ協定にお

いて示された。 

２．Science Based Targets（SBT）：2015年に国連グローバルコンパクト、WRI（世界資源研究所）などの団体

が共同で設立したイニシアチブ。産業革命前からの気温上昇を2未満に抑えるために、科学的根拠に基づい

た温室効果ガス排出削減目標の設定を企業に働きかけている。 

(4)財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、企業価値を向上させることが、結果として買収防衛にもつながるという基本的な考え方のもと、企業価値

向上に注力しているところであり、現時点で特別な防衛策は導入しておりません。 

当社に対して買収提案があった場合は、取締役会は、当社の支配権の所在を決定するのは株主であるとの認識のも

と、適切な対応を行います。 
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２【事業等のリスク】

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に影響を及ぼす可能性があると考えられる主な

ものとしては、以下の内容が挙げられます。当社グループは、これらのリスクを適切に把握し、対応することを経営

における重要な課題と位置づけ、取締役会が決定した「内部統制体制の整備に関する基本方針」に基づき、リスクマ

ネジメント及びコンプライアンスにかかる最高決定機関として、「リスク・コンプライアンス委員会」を設置してい

ます。リスク・コンプライアンス委員会を中心として、これらのリスクを認識・評価した上で、リスクの回避・軽

減・移転・保有を判断、実行し、万一発生した場合には影響の極小化に努めてまいります。

なお、以下の内容は、当社グループの全てのリスクを網羅するものではありません。本項においては、将来に関す

る事項が含まれておりますが、当該事項は本有価証券報告書提出日(2018年6月25日)現在において当社グループが判

断したものです。

(1)経済や金融市場の動向に関するリスク

①主要市場における景気動向 

当社グループは、日本国内及び世界各国で、政府等の公共機関や企業等に、ICTを活用したサービス、サーバやス

トレージ等の製品、ネットワーク製品、半導体等を提供しております。これらの事業の売上及び損益は、景気動向及

び各市場における急激な需給バランスの変化に大きく左右されます。特に、当社グループの主要市場である、日本、

欧州、北米、中国を含むアジアにおける景気動向及び急激な需給バランスの変化は、当社グループの事業に大きな影

響を与えます。また、こうした市場の変化に対応するため、当社グループでは継続的に構造改革を行っております

が、急激な変化が発生した場合には、構造改革の規模が想定以上に大きくなることがあり、それに伴う一時的な費用

の発生が増大することがあります。 

②為替動向と金利変動及び資本市場の動向 

当社グループは、海外での事業拡大を進めております。そのため米ドルやユーロ、ポンドに代表される為替の急激

な変動は、海外ビジネスの売上及び損益に影響し、海外に提供する製品やサービスの価格競争力の低下等を招くおそ

れがあります。また、為替の急激な変動は、海外からの部材等の輸入や製品等の輸出に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。さらに、当社グループが海外に保有する資産・負債等についても、為替変動により資産等が目減り、また

は負債等が増大する可能性があります。

当社グループの有利子負債の中には金利変動の影響を受けるものが含まれています。従って、金利上昇によって支

払金利や調達コストが増加することがあります。

また、国内外の株式市場の動向は、当社グループの保有する他社株式の評価額及び年金資産の運用状況に大きく影

響を及ぼします。従って、株式市場が低迷した場合、保有株式の評価損が発生したり、年金資産が目減りし、会社負

担が増大するおそれがあります。

(2)お客様に関するリスク

当社グループのビジネスは、日本政府、自治体、各国政府等の公共機関、情報通信事業、金融業、大手製造業等の

お客様との取引割合が高くなっております。これらのお客様の政策・方針や、業界の経営環境、市況変化、業界再編

の動き等は、お客様のICT投資動向の変化につながり、当社グループの売上や損益に大きな影響があります。また、

お客様のICT投資計画やその見直し、及びお客様の製品やサービスの売れ行き等は、当社グループの製品やサービス

の需要や価格に大きな影響があります。お客様の製品やサービスの需要の低迷、価格下落、事業縮小、市場シェアの

低下、またはICT投資の抑制は、当社グループの売上及び損益に影響を与えます。また、海外ビジネスにおいては、

英国での政府系のプロジェクトが重要な事業となっています。そのため、英国政府のICT投資計画の見直しや抑制が

あった場合、当社グループの売上及び損益に影響を与えます。

なお、当社グループは、お客様のかけがえのないパートナーとなり、ICTのライフサイクルにわたるソリューショ

ンを提供し、お客様と長期的な信頼関係を築くことを目指しており、お客様との関係継続が事業の安定にとって重要

です。お客様との信頼関係が継続できない場合もしくは、取引または契約関係が継続できない場合、当社グループの

売上及び損益に影響を与えます。 

(3)競合・業界に関するリスク

市況の変化や競争激化、技術革新等は製品やサービスの価格下落につながる可能性があります。当社グループは、

技術の進歩や競争激化等によるクラウドサービス等のICTサービスの低価格化を想定し、お客様のニーズや他社状況

を把握して、競争力のある製品・サービスのラインナップを拡充することで販売拡大に努めるとともに、コストダウ

ンに取り組んでおりますが、価格下落が当社グループの想定を上回るリスクや、調達価格の変動等により当社グルー

プが十分なコストダウンや販売拡大を実現できないリスクがあります。そのような場合、当社グループの売上及び損

益に影響があります。 
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また、ICT業界では、既存の競合他社に加え、異業種を含めた新規参入者との競争も激しくなっています。現在、

当社グループが競争優位性を持っている分野でも、新規参入業者を含めた競合他社との競争に晒されており、当社グ

ループが競争力を失ったり、将来の事業において優位性を確保できないリスクがあります。ICT業界では技術の進歩

が大変早く、新製品や新技術であっても急速に陳腐化します。競争力の維持のためには、先端技術の開発を続けるこ

とが必要です。当社グループは技術やサービスの優位性を確保する努力を最大限行いますが、これらの技術開発競争

で他社に優位性を奪われた場合、シェアや利益率が低下し、当社グループの売上及び損益に影響を及ぼします。 

(4)投資判断、事業再編に関するリスク

ICT業界においては、競争力維持のため、多額の研究開発投資、設備投資及び事業買収、事業再編等が必要な場合

があります。当社グループは、今後も必要な施策を実行してまいりますが、これらの実施の成否は、当社グループの

経営成績に重要な影響を及ぼします。当社グループでは、投資や事業再編にあたって、市場動向やお客様のニーズ、

当社技術の優位性、買収先の業績、当社グループの事業ポートフォリオ等を勘案して決定しておりますが、当社グル

ープが有望と考えた市場や技術、または買収先が、実際には想定ほど成長しなかったり、需給悪化や価格下落が予想

以上に早く起きる可能性があります。また、当社グループでは、投資効率を検討し、所要変動に応じて投資を複数段

階に分けて行ったり、事前にお客様と提携する等、リスクを軽減する努力をしておりますが、常に投資から十分なリ

ターンを得られるとは限りません。

(5)調達先、提携等に関するリスク

①調達に関わるリスク 

当社グループが提供する製品やサービスは、最先端の技術を使用しており、一部の部品、原材料等については、安

定的な調達が困難であったり、供給が滞った場合の代替の調達先を確保できないリスクがあります。また、大量に調

達が必要な部品、原材料等について、必要な量を調達できないリスクがあります。さらにお取引先において、自然災

害、事故、経営状況の悪化等により、当社グループに対する部品、原材料等の安定的な提供が困難になるリスクがあ

ります。当社グループは、調達のマルチソース化、お取引先への事業継続マネジメント（BCM:Business Continuity

Management）の働きかけや支援の強化並びに適正な在庫の確保といった取り組みによってサプライチェーンの維持の

努力をしておりますが、それでも部品、原材料等の確保が十分に行えなかった場合、製品及びサービスの提供が遅

れ、お客様への納期遅延や機会損失等が発生する可能性があります。また、調達部品等について、為替動向や需給逼

迫等により調達価格が当初見込みを上回り、製品及びサービスの利益率の悪化や、値上げによる売上の減少が起きる

可能性があります。また、調達部品等については、できる限り品質確保に努めておりますが、購入部品の不良を完全

に防げるとは限りません。購入部品に不良があった場合、納期遅延や、製品不良が発生し、機会損失、修理回収費

用、不良品廃却費用、お客様への賠償責任等が発生する可能性があります。

②提携、アライアンス、技術供与に関するリスク 

当社グループは、グローバルなICTビジネス環境における競争力強化のため、業務提携、技術提携、合弁等の形

で、多くの会社と共同で活動を行っており、引き続きこのような活動を前向きに活用する予定です。しかし、経営、

財務あるいはその他の要因により、このような協力関係を成立または継続できない場合や、これらの協力関係から十

分な成果を得られない場合には、当社グループの事業に影響を及ぼすことがあります。また、当社グループの製品や

サービスは、他社の許諾を受けて使用している多くの特許や技術、ソフトウェア、商標等を前提としております。こ

れらの技術等について、今後も当社グループが許容できる条件で、他社からの供与や使用許諾を受けられるとは限り

ません。 

(6)公的規制、政策、税務に関するリスク

当社グループは、グローバルに事業活動を展開しているため、各国・各地域の数々の公的規制、政策動向、税務法

制、運用等の影響を受けます。具体的には、事業展開する各国において、政府の政策、事業及び投資の許可、輸出入

に関する制限等のさまざまな規制並びに、独占禁止、知的財産権、消費者、環境・リサイクル、労働条件、派遣・下

請、租税等に関する法令の適用を受けております。これらの政策や規制等の強化や変更は、対応コストの増加や仮に

違反が認定された場合の制裁金等の負担により、当社グループの損益に影響を与えます。また、当社グループがソリ

ューションを提供する分野には、通信、医療、工事、個人情報の取扱い等、公的規制を受ける領域があります。これ

らの市場における規制の動向が当社グループの事業へ影響を与える可能性があります。

(7)自然災害や突発的事象発生リスク 

①自然災害、感染症、火災等によるリスク 

当社グループでは、防災に関する強固な連携体制の構築と事業継続対応能力強化を図るため、全社防災組織を編成

し、様々な訓練を実施しております。また、東日本大震災や熊本地震における対応を教訓として、事業所における耐

震対策や定期点検の取り組みについても強化しております。さらに、地震や大規模な水害、火山の噴火等の自然災 
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害、新型インフルエンザ等の感染症の流行、事故による火災・爆発等の発生時にも、重要な事業を継続し、企業とし

ての社会的責任を遂行するとともに、お客様が必要とする高性能・高品質な製品やサービスを安定的に供給するため

に、事業継続計画（BCP:Business Continuity Plan）を策定し、その継続的な見直し及び改善を実施する事業継続マ

ネジメント（BCM）を推進しております。

しかしながら、近年、世界的な気候変動により、台風、水害、大雪等の自然災害の発生頻度や影響度は高まってお

ります。また、首都直下、東海地方、南海トラフ等における巨大地震、感染症のパンデミック、火山の噴火等の不測

の事態は、十分に影響度を検討して策定したBCPにおいても、被害想定を超えた規模で発生する可能性があり得ると

考えられます。当社グループは、防災対策やBCMを今後も継続して推進してまいりますが、このような事態が発生し

た場合、事業所の機能停止、設備の損壊、電力・水・ガス等の供給停止、公共交通機関や通信手段の停止、サプライ

チェーンへの被害等により、お客様へのサービス提供や製品出荷等の停止など、当社グループの事業活動の継続に影

響を及ぼす可能性があります。

②地政学的リスク、カントリーリスク 

当社グループが事業活動を展開する国や地域において、紛争やテロ、デモ、ストライキ、政情不安、通貨危機等が

発生した場合、当社の事業に大きな影響を与えるリスクがあります。

(8)財務に関するリスク 

外部の格付け機関が当社グループに対して発行する格付け（CSR・サステナビリティ関連の格付けを含む）は、資

金調達や企業レピュテーションに大きな影響を及ぼすとともに、お客様と取引する際の信用情報として使われること

があります。当社グループでは、流動性の確保、資金繰り・資金調達計画の策定、金融市場動向の分析等、資金調達

に関するリスクへの対応を行っていますが、収益計画の未達や財務状況の悪化等の理由によりこれらの格付けが引き

下げられた場合、当社グループの資金調達に影響を与えるほか、入札等、取引参加において不利になる可能性があり

ます。

また、当社グループでは、与信管理に関する情報の共有及び外部機関の信用不安情報の共有と動向監視、債権保全

に関するアドバイス・指示及び注意喚起の実施等、与信管理に関するリスクへの対応を行っていますが、取引先の経

営悪化や経済情勢の悪化等の信用不安により売掛債権の回収に影響を及ぼす可能性があります。 

(9)製品やサービスの欠陥や瑕疵に関するリスク 

当社グループでは、FUJITSU Wayにおいて、「品質」を事業活動の根幹に関わる事項として捉え、快適で安心でき

るネットワーク社会を支えるために、その維持・向上に日々たゆまず取り組んでおります。

システムの受託開発については、品質管理の全社ルールを定め、ソフトウェアのモジュール化、開発の標準化、セ

キュリティ対応の強化等による品質向上に努めておりますが、納入後に瑕疵等が発生する可能性があります。また、

お客様要求の高度化、システムの複雑化が進み、開発難度がますます高まっており、同時に競争の激化による価格低

下圧力が格段に強まっております。これらに対し、お客様との契約のあり方を見直すとともに、営業・SEのビジネス

プロセスの標準化を進め、商談発生時からプロジェクトの進行を通じてリスク管理を行い、納期遅延や不採算プロジ

ェクトの発生を抑制しております。併せて損失の引当ても適時に実施しております。また、システム開発の工業化

等、コスト競争力の強化にも努めております。しかしながら、これらによっても、納期遅延や不採算プロジェクトが

発生する可能性があります。

また、製品・サービスの運用・保守業務については、安定稼動のため、お客様と協働での点検や品質、契約、ルー

ル等を改善する活動を継続的に行っておりますが、瑕疵等が発生する可能性があります。

さらに、製品の設計・開発・製造については、品質管理の全社ルールを定め、品質の向上及び外部購入品の品質管

理強化を進めておりますが、当社製品において、欠陥や瑕疵等が発生する可能性があります。

このような製品及びサービスの欠陥、瑕疵等が発生した場合、製品回収や補修、システムリカバリー作業や、お客

様への補償、機会損失等が当社グループの売上及び損益に影響を及ぼします。また、万一欠陥、瑕疵等への対応にお

ける判断誤りや組織的な不正があった場合、企業レピュテーションは傷つき、当社グループの損益への影響を拡大さ

せる可能性があります。

(10)コンプライアンスに関するリスク 

当社グループは、FUJITSU Wayにおいて、当社グループの従業員として厳守すべきことを行動規範として定め、ま

た、これを詳細化して個々の従業員が行動する際のガイドライン（GBS: Global Business Standards）をグループで

統一的に運用するなど、社内ルールの浸透と徹底、規範遵守の企業風土の醸成と、そのための社内体制や仕組みの構

築を推進しています。しかしながら、このような施策を講じても、コンプライアンス上のリスクを完全に排除するこ

とはできない可能性があり、国内外の関連法令、規制などに抵触する事態が発生した場合には、当社グループの社会

的な信用が低下し、あるいは、多額の課徴金や損害賠償が請求されるなど、当社グループの事業や企業価値に影響を

及ぼす可能性があります。 
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(11)知的財産に関するリスク 

当社グループは、他社製品と差別化できる技術とノウハウを蓄積してまいりましたが、当社グループ独自の技術と

ノウハウの一部は、特定の地域では法的な制約のために知的財産としての十分な保護が受けられない場合がありま

す。そのため、第三者が当社グループの知的財産を使って類似製品等を製造、販売することを効果的に防止できない

可能性があります。また、他社が類似、若しくはより優れた技術を開発した場合、当社グループの知的財産の価値が

低下する可能性があります。また、当社グループでは他社の知的財産を侵害することのないよう、社内規定の整備や

製品出荷前の他社知的財産調査の徹底等を行っておりますが、当社グループの製品やサービスまたは技術について、

他社の知的財産を侵害しているとされ、使用料支払いや設計変更費用等が当社グループの損益に影響を及ぼす可能性

があります。また、当社グループは、従来より従業員の発明に対して、職務発明補償・報奨を積極的に行い、今後も

法令等に基づいた職務発明補償・報奨を実施いたしますが、補償・報奨評価に対して発明者から訴訟を提起されるリ

スクがあります。

(12)セキュリティに関するリスク 

①情報セキュリティに関するリスク 

お客様、お取引先、または当社グループの機密情報や個人情報（マイナンバーを含みます）の保護については、社

内規定の制定、従業員への教育、情報インフラの整備、業務委託先も含めた指導等の対策を実施しておりますが、情

報漏洩を完全に防げるとは限りません。万一、情報漏洩が起きた場合、当社グループの信用は低下し、お客様の情報

を漏洩した場合には、法的責任が発生するおそれがあります。 

②サイバーセキュリティに関するリスク 

当社グループの重要な事業活動基盤の一つである社内ネットワークにつきましては、安定した運用を行うための万

全の体制を構築しておりますが、コンピュータウィルスの侵入やサイバー攻撃等の不正アクセスによる運用困難や情

報漏洩等を完全に防げるとは限りません。 

③物理セキュリティに関するリスク 

当社グループは、保有または賃借している事業所等において、セキュリティゲート・ドア等の入退室管理や重要情

報の漏洩の防止対策等を図っておりますが、物理的な破壊による業務停止や情報漏洩等を完全に防げるとは限りませ

ん。

(13)人材に関するリスク 

当社グループの成長と利益は、人材に大きく依存します。従って、経営者、優秀な技術者等、必要とする人材を採

用及び育成し、並びに流出を防止することは当社グループにとって重要であり、このような人材を採用または育成す

ることができない場合や、優秀な人材の流出を防止できない場合、当社グループの成長や利益に影響を及ぼす可能性

があります。

また、従業員との間で解雇または退職に関する合意が円滑になされない場合、法令に基づく適切な労務管理ができ

ないこと等により従業員に重大な労働災害が発生した場合など、労務問題によって企業レピュテーションの毀損や紛

争につながる可能性があります。

(14)当社グループの施設・システムに関するリスク 

当社グループでは、国内外に事業所、工場、データセンターなど様々な施設を保有または賃借しております。いず

れの施設についても、各国の建築基準その他の規制を遵守し、また独自に安全基準を設けるなどしておりますが、地

震、大規模な水害、火災、放射能汚染等の災害や、テロ、デモ、ストライキ、施工品質の不足、運用ミスなどが発生

した場合、生産ラインの停止等、施設・システムの運用が停止することにより、当社グループの事業に影響を及ぼす

可能性があります。

(15)環境・気候変動に関するリスク 

当社グループでは、FUJITSU Wayにおいて社会に貢献し地球環境を守ることを企業指針の一つに掲げ、環境保全を

経営の最重要事項の一つと位置付けて、環境負荷の低減や環境汚染の発生防止等に努めておりますが、事業活動を通

じて環境汚染等が発生しないとは限りません。また、当社グループ工場跡地において、土壌や地下水の調査及び浄化

活動を行っていますが、今後新たな汚染が判明しないとも限りません。このような環境汚染が発生または判明した場

合、当社グループの社会的な信用低下や、浄化処理等の対策費用発生等により損益に影響を及ぼします。

また、近年の気候変動による自然災害の発生頻度・影響度の増大は、調達・物流網の寸断をはじめ、事業継続に大

きな影響を与えるおそれがあります。また、温室効果ガスの排出規制強化や炭素税の導入により、当社グループのエ 
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ネルギーコストや温室効果ガス削減施策に必要なコストを増加させるリスクがあります。さらに、気候変動対策が不

十分な場合には、企業レピュテーションの低下や入札で不利になる可能性があります。 
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績等の状況の概要、経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容 

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）並びに持分法適用会社の経営成績、財政状態及びキ

ャッシュ・フローの状況の概要、経営者の視点によるグループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

は次の通りであります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（2018年3月31日）現在におい

て判断したものであります。 

文中において、当連結会計年度は当年度、前連結会計年度は前年度と、省略して記載しております。 

①当社グループの課題及び取り組み 

現在、世界中のあらゆる場面においてICT（ Information and Communication Technology）のサービス化が急速

に進んでおります。当社はICTのサービス化を「つながるサービス」と名付け、その拡大を今後の成長ドライバーと

して位置付けております。当社は「つながるサービス」というデジタル・テクノロジーをベースとしたICTのサービ

ス化により、お客様や社会の知見と当社のICTの力を融合したDigital Co-creationによって新たな価値を生み出し

てまいります。バリューチェーン全体にセキュアなICT基盤を提供し、あらゆるものがつながることで蓄積される膨

大なデータの整理・可視化を行い、AIによるお客様の意思決定の高度化を実現することで、お客様の事業強化や新

たなイノベーション創出を支援いたします。お客様や社会の成長を起点にデジタルイノベーションに再投資する循

環を繰り返すことで、より大きな規模の価値を生み出し、あらゆるステークホルダーの方々と持続的に成長してい

くことを目指してまいります。 

当社は「つながるサービス」の拡大をより確かなものにし、蓄積した技術と知見をつなぎサービスとして価値を

提供するService–Oriented Companyとしてグローバルに競争力を発揮すべく、2015年10月に経営方針を策定してお

ります。中期的な経営目標として（ⅰ）営業利益率10%以上、（ⅱ）フリー・キャッシュ・フロー1,500億円以上、

（ⅲ）自己資本比率40%以上、（ⅳ）海外売上比率50%以上の達成を目指しております。 

当社は当社グループの「形」と「質」を転換するため、「ビジネスモデル変革」を進めております。「テクノロ

ジーソリューション」、「ユビキタスソリューション」及び「デバイスソリューション」の3つの事業セグメント

(注1)にわたる従来の垂直統合型の事業展開を転換し、コア事業である「テクノロジーソリューション」に経営資源

を集中いたします。あわせて、IoT(注2)が進化する市場で、デジタル・テクノロジーをベースとした「つながるサ

ービス」へ投資を集中いたします。「ユビキタスソリューション」や「デバイスソリューション」については、強

い独立事業体として市場競争力を向上させ、コア事業とのさらなるシナジーを追求いたします。さらに必要に応じ

て、有力企業との協業の推進等、あらゆる選択肢を視野に入れて強化を進めてまいります。 

（注1）「テクノロジーソリューション」は、プロダクト・ソフトウェア・サービスが一体となった総合的なサービスを主として法人のお

客様に最適な形で提供しております。情報通信システム構築などを行うソリューション/SI、アウトソーシングや保守サービス

を中心とするインフラサービス、ICTの基盤となるサーバやストレージなどのシステムプロダクトと携帯電話基地局や光伝送シ

ステムなどの通信インフラを提供するネットワークプロダクトにより構成されております。

「ユビキタスソリューション」は、スマートフォン連携や省電力、高速起動などの機能強化を図ったパソコンや、「arrows」、

「STYLISTIC」ブランドで展開するスマートフォン・タブレット端末に加え従来のフィーチャーフォンを含む携帯電話のほか、自

動車分野などを対象としたIoTからクラウドまでのICT統合プラットフォーム及びAIセンサー技術活用したフロントシステムであ

るモビリティIoTなどにより構成されております。

「デバイスソリューション」は、最先端テクノロジーとして、携帯電話やデジタル家電、自動車、サーバなどに搭載されるLSIの

ほか、半導体パッケージ、電池をはじめとする電子部品により構成されております。

（注2）Internet of Thingsの略。パソコンやサーバなどに留まらず、様々な物がインターネットに接続され、情報交換する仕組み。

これまで取り組んできた、事業ポートフォリオに関する「形を変える」取り組みについては一定の成果を上げる

ことができましたが、一方で「質を変える」取り組みについては十分な成果を享受するに至らず、2017年度を通じ

て改めて3つの課題が明確となりました。第1に海外事業を含め、これまで積極的に行ってきた先行投資に対する十

分なリターンを得ること、第2にネットワーク事業における事業環境の変化に迅速かつ十分に対応すること、第3に

不採算損失を抑制することであります。これらの課題に対しては、将来的な成長を見据えたより厳格な投資の集中

と、変革を必要とする事業領域の体質強化に、躊躇なく策を講じてまいります。不採算については、すでにアシュ

アランス機能の拡充を開始しております。 

経営方針を策定した2015年時点では2016年度までに「ビジネスモデル変革」を完遂し、「つながるサービス」に

経営資源を集中した成果を2017年度以降、利益率向上という明確な形で示す計画としていましたが、この3年間の結

果を踏まえ、掲げた中期的な経営目標の達成までの時間軸を見直すことといたしました。あらためて経営目標の達

成に向けたマイルストーンを策定し、2018年10月開催予定の経営方針進捗レビュー報告会にて株主、投資家などス

テークホルダーの皆様方にご説明いたします。当社は、引き続きグループの改革に取り組み、目指すべき姿の実現

が確実に視野に入るレベルに到達するべく努めてまいります。 
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［形を変える取り組みの進捗（テクノロジーソリューションへの経営資源集中）］ 

2017年11月1日に、カーエレクトロニクス製造子会社である富士通テン株式会社（本社：兵庫県神戸市、以下、富

士通テン）株式を株式会社デンソー（本社：愛知県刈谷市、以下、デンソー）に譲渡いたしました。総合自動車部

品メーカーであるデンソーが富士通テンをグループ会社とすることにより、両社の持つ車載ECUやミリ波レーダー、

高度運転支援・自動運転技術及び電子基盤技術の開発などにおいて、協力関係を一層強化し一体となって企業価値

を向上することを目的としております。当社は、ICTの重要性がますます高まる「つながるクルマ」や自動運転など

次世代の自動車分野において、デンソー及び富士通テンとの連携をより一層強め、自動車ビジネスやモビリティIoT

ビジネスをさらに強化いたします。 

2017年11月に、当社はLenovo Group Limited（本社：中国・香港、以下、レノボ）及び株式会社日本政策投資銀

行（本社：東京都千代田区、以下、DBJ）と、グローバル市場に向けたパソコン及び関連製品の研究開発・設計・製

造・販売を行う合弁会社を設立する戦略的な提携について合意しました。2018年5月には、当社の100%子会社である

富士通クライアントコンピューティング株式会社（本社：神奈川県川崎市、以下、FCCL）の株式の51%をレノボに対

して、また、5%をDBJに対して、それぞれ譲渡することにより、FCCLをレノボ、当社及びDBJの合弁会社としまし

た。この戦略的提携によりレノボの持つ世界規模の調達力とプレゼンスを活用し、日本を含めたグローバルPC事業

の更なる成長と規模や競争力の拡大を目指します。当社は引き続き、高品質かつ革新的で信頼性の高い富士通ブラ

ンドのPC製品とサポートサービスをグローバルな法人のお客様に提供し、テクノロジーソリューションと合わせ

て、お客様のデジタル革新に貢献していきます。 

2018年1月に、当社はポラリス・キャピタル・グループ株式会社（本社：東京都千代田区、以下、ポラリス）と携

帯端末事業の再編に関する株式譲渡契約を締結いたしました。3月には、当社の100%子会社である富士通コネクテッ

ドテクノロジーズ株式会社（本社：神奈川県川崎市）の株式及び富士通周辺機株式会社（本社：兵庫県加東市）の

携帯端末事業を承継する新会社の株式をポラリスが新たに設立した会社へ譲渡いたしました。 

2017年10月に、半導体の開発・製造・販売子会社である富士通セミコンダクター株式会社（本社：神奈川県横浜

市、以下、FSL）は、オン・セミコンダクター（本社：米国アリゾナ州フェニックス）と、FSLが福島県会津若松市

に有する200mm製造会社（以下、会津200mm製造会社）の30%の株式をオン・セミコンダクターが追加取得することに

ついて合意しました。2018年4月に、オン・セミコンダクターが株式を追加取得した結果、オン・セミコンダクター

の会津200mm製造会社への出資比率は40%となりました。オン・セミコンダクターは、2018年後半を目途に60%、2020

年前半を目途に100%まで出資比率を引き上げる計画であります。 

［質を変える取り組みの進捗（デジタル・テクノロジーをベースとした「つながるサービス」の拡大）］ 

2016年7月に、クラウド事業及びISP（Internet Services Provider）事業を行う上場子会社であったニフティ株

式会社（本社：東京都新宿区、以下、ニフティ）を完全子会社とし、2017年4月にはクラウドを中心とするエンター

プライズ向け事業会社と、ISPを中心とするコンシューマ向け事業会社に再編しました。エンタープライズ向け事業

は、当社との連携を強化することにより顧客基盤やノウハウを共有し、当社グループ一丸となって「つながるサー

ビス」の中核となるクラウド事業を強化いたします。一方、コンシューマ事業は、ニフティが培ってきたノウハウ

や資産を有効活用しつつ企業価値をさらに高めるため、2017年4月に株式会社ノジマ（本社：神奈川県横浜市）に譲

渡しております。 

当社は、今後成長が見込まれるデジタルビジネス及びグローバルビジネスの拡大に向けた体制を強化しておりま

す。これまでに、（ⅰ）グループ内に分散していたIoTやAI、クラウド関連の開発リソースを集約したデジタルサー

ビス部門を新設、（ⅱ）当社グループが持つIP/サービス資産をグローバルに活用する体制を構築するため、インテ

グレーションサービス部門とグローバルデリバリー部門を統合再編したグローバルサービスインテグレーション部

門を設立、（ⅲ）お客様の変革をリードする役割のSEリソースを集結するため、SE子会社3社を富士通に統合、

（ⅳ）サービスデリバリーを担うグローバルサービスインテグレーション部門内にお客様のデジタル化を支援する

専門組織であるデジタルフロントビジネスグループを新設、するなど体制を強化してまいりましたが、2017年4月に

も、グローバルに統合されたサービスの戦略立案、セキュリティビジネスのさらなる拡大を目的としてグローバル

サイバーセキュリティ部門を新設いたしました。また、2018年4月には、営業部門内にお客様やパートナーの皆様と

の共創ビジネスをスピーディに立上げ先進テクノロジーをグローバル展開するため、従来独自性強く活動してきた

新ビジネス、イノベーション系ビジネスを一つの組織に統合した共創ビジネスグループを新設したほか、AIビジネ

スにおいてはコンサル部門やAIインフラ基盤を統合し、IoTビジネスにおいてはデータ利活用によるお客様の事業革

新を支える基盤提供機能を一層強化するなど事業体制を強化しております。 
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人材配置に関してもデジタルサービスへのシフトを進めており、人材・ツール・サービスをグローバルに向けて

オフショアで提供するためのITサービスデリバリー拠点であるグローバルデリバリーセンターを引き続き拡大する

とともに、お客様のデジタル化対応ニーズに応えるため、セキュリティ要件などを満たしながら短期間で製品・サ

ービスを開発・リリースするアジャイル人材の育成を強化しております。これにより、デジタルビジネスと言われ

るIoTやAIを活用したSoE（Systems of Engagement）領域のプロジェクトだけでなく、SoR（Systems of Record）と

SoEのシステムインテグレーションや既存システムのモダナイゼーションをお客様に対し推進してまいります。 

②経営成績 

＜要約連結損益計算書＞ （億円） 

前年度 当年度 前年度比 増減率

（自 2016年4月 1日 （自 2017年4月 1日 （％）

至 2017年3月3 1日) 至 2018年3月3 1日)

売上収益 41,329 40,983 △345 △0.8

売上原価 △29,681 △29,665 15 △0.1

売上総利益 11,648 11,317 △330 △2.8

販売費及び一般管理費 △10,136 △10,095 40 △0.4

その他の損益 △337 602 940 －

営業利益 1,174 1,824 650 55.4

金融損益 △2 478 480 －

持分法による投資利益 69 121 52 75.2

継続事業からの税引前利益 1,241 2,424 1,183 95.3

法人所得税費用 △311 △744 △432 138.7

非継続事業からの当期利益 23 92 68 292.6

非支配持分に帰属する当期利益 68 79 10 15.9

親会社の所有者に帰属する当期利益 884 1,693 808 91.4

（注）カーエレクトロニクス製造子会社である富士通テン株式会社を株式会社デンソーに譲渡したことから、当年度より当該事業を非継続

事業に分類し、非継続事業からの利益は継続事業と区分して表示しています。売上収益、営業利益等は継続事業の金額を表示してお

り、前年度についても組み替えて表示しています。

（ご参考）財務指標  （億円） 

前年度 当年度 前年度比

海外売上比率 35.4% 36.8% 1.4% 

EMEIA（注 1） 7,479 7,996 517

アメリカ 2,882 2,768 △113

アジア 3,353 3,321 △31

オセアニア 898 981 83

顧客所在地別海外売上収益 14,612 15,068 455

売上総利益率 28.2% 27.6% △0.6%

営業利益率 2.8% 4.5% 1.7% 

ROE（注 2） 10.6% 17.2% 6.6%

（注1）EMEIA：欧州・中近東・インド・アフリカ

（注2）ROE ：親会社の所有者に帰属する当期利益÷{(期首の親会社の所有者に帰属する持分合計（自己資本）

＋期末の親会社の所有者に帰属する持分合計（自己資本）)÷2}

（ご参考）期中平均レート 

前年度 当年度 前年度比

米国ドル／円 108円 111円 3円 

ユーロ／円 119円 130円 11円 

英国ポンド／円 142円 147円 5円 

ユーロ／米国ドル 1.10ドル 1.17ドル 0.07ドル 
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（ⅰ）売上収益 

当年度の売上収益は4兆983億円と、前年度から345億円、0.8%の減収となりました。2017年4月に実施したニフテ

ィのコンシューマ事業売却による減収影響が約520億円ありました。国内は3.0%の減収となりました。システムイン

テグレーションが堅調に推移したほか、パソコンやLSIが増収となりましたが、ネットワークプロダクトが大きく減

収となりました。通信キャリアが携帯電話基地局の投資を大幅に抑制した影響があったほか、競争環境の厳しさが

加速しました。海外は3.1%の増収となりました。為替の円安効果も受け欧州を中心にインフラサービスやパソコン

が増収となりました。 

当年度の米国ドル、ユーロ及び英国ポンドの平均為替レートはそれぞれ111円、130円、147円と、前年度に比べて

米国ドルが3円、ユーロが11円、英国ポンドが5円の円安となりました。米国ドルとの為替レートの変動により約110

億円、ユーロとの変動により約400億円、また英国ポンドとの変動で約120億円売上収益が前年度比で増加しており

ます。この結果、当年度は為替レートの変動により前年度比で約630億円の売上収益の増加影響があり、海外売上比

率は36.8%と、前年度比1.4ポイント増加しました。 

（ⅱ）売上原価、販売費及び一般管理費、その他の損益並びに営業利益 

当年度の売上原価は2兆9,665億円で、売上総利益は1兆1,317億円、売上総利益率は前年度から0.6ポイント低下

し、27.6%になりました。 

販売費及び一般管理費は1兆95億円と、前年度比で40億円減少しました。販売費及び一般管理費に含まれる研究開

発費については1,586億円と、ネットワークプロダクトを中心に前年度比で113億円減少しました。研究開発費の売上

収益に対する比率は3.9%となりました。 

その他の損益は602億円の利益と、前年度比で940億円改善しました。海外子会社の法的紛争手続きの結果に伴う損

失が103億円ありましたが、携帯電話事業の譲渡益544億円及びニフティのコンシューマ事業の譲渡益169億円を計上

しました。また、当年度もビジネスモデル変革費用を83億円計上しました。前年度に欧州事業における人員削減費用

など420億円を計上しましたが、欧州での効率化及びデジタル化対応に向けた活動は継続しており、オフショア人員

の拡張や自動化対応等の効率化推進、新規領域拡大に向けた投資を実施しました。 

この結果、営業利益は1,824億円と、前年度比で650億円の増益となりましたが、その他の損益に含まれる特殊事項

を除いた通常ベースでは290億円の減益となりました。国内通信キャリアの大幅な投資抑制によりネットワークプロ

ダクトが大幅減益となったほか、不採算プロジェクトの増加や先行投資領域の費用が拡大している影響がありまし

た。営業利益率は4.5%と、前年度から1.7ポイント上昇しました。 

為替レートの変動による営業利益への影響は次の通りです。国内拠点での円貨に対する米国ドル、ユーロ及び英国

ポンドの影響は前年度比で約30億円と軽微でした。円安によりパソコンや携帯電話などのプロダクト製品は米国ドル

建部材の調達コストが上昇しましたが、LSIや電子部品は米国ドル建の輸出売上が増加し、ほぼ相殺されました。当

年度の為替レートが1円変動した場合の営業利益への影響額は、米国ドルが約3.1億円、ユーロが約0.6億円、英国ポ

ンドが約0.4億円となりました。また、一部の欧州拠点では、米国ドルに対しユーロが変動した場合、米国ドル建の

部材調達コストが変動する影響があります。当年度のユーロ／米国ドルの為替レートは1.17と、前年度に比べて0.07

ユーロ高が進行しました。ユーロ高により部材調達コストが低減する効果がありましたが、他社との競争激化により

製品販売価格の引き下げ等を行ったことにより、営業利益の改善効果は限定的でした。当社グループは引き続き、コ

ストダウンの推進のほか、欧州の製造・物流拠点の効率化など、為替変動による損益影響を極力低減すべく努めてま

いります。 

（ⅲ）金融損益、持分法による投資利益及び税引前利益 

金融収益と金融費用をあわせた金融損益は478億円の利益と、前年度比で480億円の改善となりました。また、持分

法による投資利益は121億円と、前年度比で52億円の増益となりました。富士電機株式会社との株式持ち合い見直し

に伴い株式売却益を273億円計上したほか、中国関連会社の株式保有区分変更に伴う評価益等（第三社割当増資に伴

う持分比率低下により関連会社株式から一般株式へ区分変更し時価ベースで評価）263億円を計上しました。 

税引前利益は2,424億円と、営業利益ならびに金融損益の増加などにより前年度比で1,183億円の増益となりまし

た。 

（ⅳ）法人所得税費用、当期利益及び親会社の所有者に帰属する当期利益 

当期利益は1,772億円と、前年度比で819億円の増益となりました。当期利益のうち、親会社の所有者に帰属する当

期利益は1,693億円、非支配持分に帰属する金額は79億円と、前年度比でそれぞれ808億円の増益、10億円の増加とな

りました。法人所得税費用は744億円と、前年度比で432億円増加しました。税引前利益の利益額に対する税負担率 
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は、前年度の25.1％から当年度は30.7％となりました。米国での法人税率引き下げ、英国での繰越欠損金の活用制限

など税制改正影響があったほか、欧州事業の業績悪化に伴い繰延税金資産を一部取り崩した影響がありました。 

親会社の所有者に帰属する当期利益を親会社の所有者に帰属する持分(自己資本)で除して算定したROEは17.2%とな

りました。親会社の所有者に帰属する当期利益の増加により、前年度比6.6ポイント上昇しました。 

当社グループが進める事業ポートフォリオに関する「形を変える」取り組みは着実に進捗しており、2017年度の親

会社の所有者に帰属する当期利益は1,693億円と過去最高益となりました。これを受け、当社は、財務体質の改善が

進み今後も継続して安定的なフリー・キャッシュ・フローの創出が見込めることから、株主還元を拡充することにい

たしました。2017年度の1株あたり年間配当は11円とし、2016年度から年間で2円増額しました。また、事業譲渡益や

株式売却益などの一時的要因により当期利益が大幅な増益となったことを踏まえ、利益に応じた株主還元として、

2018年5月に自己株式を100億円取得いたしました。 

（ⅴ）税引後その他の包括利益及び当期包括利益 

税引後その他の包括利益は523億円となりました。富士電機株式会社株式の売却に伴う振替により売却可能金融資

産が90億円のマイナスとなりましたが、株価上昇により年金資産運用が好転したことなどにより確定給付制度の再

測定額が667億円のプラスとなりました。 

当期利益と税引後その他の包括利益をあわせた当期包括利益は2,295億円となりました。当期包括利益のうち、親

会社の所有者に帰属する当期包括利益は2,198億円、非支配持分に帰属する当期包括利益は97億円となりました。 

（ⅵ）セグメント情報 

当社グループは、経営組織の形態、製品・サービスの特性及び販売市場の類似性に基づき、複数の事業セグメント

を集約した上で、「テクノロジーソリューション」、「ユビキタスソリューション」及び「デバイスソリューショ

ン」の3つを報告セグメントとしております。また、報告セグメントに含まれない事業セグメントとして、次世代ス

ーパーコンピュータ事業、次世代クラウド事業、当社グループ会社向け情報システム開発・ファシリティサービス事

業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等を「その他」の区分に含めて表示しております。 

当年度のセグメント別の売上収益（セグメント間の内部売上収益を含む）及び営業利益は以下のとおりでありま

す。 

（億円） 

前年度 当年度 前年度比 増減率 

（自 2016年4月 1日 （自 2017年4月 1日 (%)

至 2017年3月3 1日) 至 2018年3月3 1日)

テクノロジーソリューション

売上収益 31,266 30,527 △739 △2.4

営業利益 1,907 1,893 △13 △0.7

(営業利益率) ( 6.1%) ( 6.2%) ( 0.1%)

ユビキタスソリューション

売上収益 6,455 6,639 183 2.8

営業利益 173 113 △60 △34.7

(営業利益率) (2.7%) ( 1.7%) (△1.0%)

デバイスソリューション

売上収益 5,443 5,600 156 2.9

営業利益 42 136 93 220.8

(営業利益率) ( 0.8%) ( 2.4%) ( 1.6%)

その他及び消去又は全社

売上収益 △1,835 △1,782 52 －

営業利益 △949 △318 630 －

連結

売上収益 41,329 40,983 △345 △0.8

営業利益 1,174 1,824 650 55.4

(営業利益率) ( 2.8%) ( 4.5%) ( 1.7%) 
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ａ テクノロジーソリューション 

「テクノロジーソリューション」は、プロダクト・ソフトウェア・サービスが一体となった総合的なサービスをお

客様に最適な形で提供しております。ITシステムのコンサルティング、構築などを行うソリューション/SI、アウト

ソーシング（情報システムの一括運用管理）などを中心とするインフラサービス、ICTの基盤となるサーバやストレ

ージシステムなどのシステムプロダクトと携帯電話基地局や光伝送システムなどの通信インフラを提供するネットワ

ークプロダクトにより構成されております。 

売上収益は3兆527億円と、前年度比2.4%の減収となりました。国内は5.4%の減収となりました。ニフティのコンシ

ューマ事業譲渡の影響があったほか、ネットワークプロダクトが大幅に減収となりました。通信キャリアが携帯電話

基地局投資を大幅に抑制した影響があったほか、競争環境の厳しさが加速したことによります。システムインテグレ

ーションは、前年好調であったハード一体型のソリューションビジネスの反動減があったほか、大規模プロジェクト

の端境期にあたり金融や公共分野などで減収となりましたが、産業や流通分野が引き続き好調に推移するなど全体と

しては堅調に推移しました。 

一方、海外は4.0%の増収となりました。インフラサービスを中心に為替の円安影響がありました。為替影響を除く

と前年度並みとなりました。 

営業利益は1,893億円と、前年度比で13億円の減益となりました。ネットワークプロダクトの大幅な減収影響や海

外子会社における法的紛争案件の影響があるものの、ビジネスモデル変革費用の負担が減少しました。サービス事業

の収益力は着実に向上していますが、一部の不採算プロジェクトの影響により、全体としては前年度並みの利益水準

に留まりました。 

当年度はシステムインテグレーションだけでなく、インフラ構築に関するサービスでも不採算プロジェクトが発生

しました。近年、単純なインフラ構築からネットワークやセキュリティなどのソリューションを組み合わせることに

より付加価値を高めたインフラ構築案件が増加しており、プロジェクトの難易度が高まっています。過去、インフラ

サービスの領域では国内で大きな不採算プロジェクトの発生はなく、アシュアランス部門の関与が少ない領域でした

が、再発防止に向けてこの領域においてもアシュアランス機能の拡充を進めてまいります。 

当年度もビジネスモデル変革費用を83億円計上しました。前年度に欧州事業における人員削減費用などを計上しま

したが、欧州での効率化及びデジタル化対応に向けた活動は継続しており、オフショア人員の拡張や自動化対応等の

効率化推進、新規領域拡大に向けた投資を実施しました。 

ｂ ユビキタスソリューション 

「ユビキタスソリューション」は、当社グループが実現を目指す「ヒューマンセントリック・インテリジェントソ

サエティ」（テクノロジーの力で実現される、より安全で、豊かな、持続可能な社会）において、人や組織の行動パ

ターンから生み出される様々な情報や知識を収集・活用するユビキタス端末あるいはセンサーとして、パソコンや携

帯電話のほか、モビリティIoT/ヒューマンセントリックIoTなどにより構成されております。 

売上収益は6,639億円と、前年度比2.8%の増収となりました。国内は1.2%の増収となりました。携帯電話はらくら

くシリーズにおいてフィーチャーフォンの出荷台数が大きく減少し減収となりましたが、法人向けパソコンが伸長し

ました。海外は8.3%の増収となりました。為替の円安影響もあり増収となりました。 

営業利益は113億円と、前年度比で60億円の減益となりました。携帯電話の減収影響のほか、パソコン/携帯電話で

のメモリ等の部材調達価格が上昇した影響、モバイルウェア関連を中心としたIoT分野での先行投資や戦略商談を進

めた影響がありました。 

ｃ デバイスソリューション 

「デバイスソリューション」は、最先端テクノロジーとして携帯電話やデジタル家電、自動車、サーバなどに搭載

されるLSIのほか、半導体パッケージ、電池をはじめとする電子部品により構成されております。 

売上収益は5,600億円と、前年度比2.9%の増収となりました。国内は9.6%の増収となりました。スマートフォン向

けLSIが伸長しました。海外は2.7%の減収となりました。電子部品、LSIともに円安進行により米国ドル建の輸出売上

の増収効果はありましたが、ともに所要が低迷しました。 

営業利益は136億円と、前年度比で93億円の増益となりました。前年度に計上したビジネスモデル変革費用がなく

なったことに加え、円安進行により米国ドル建の輸出売上が増加した効果がありました。 

ｄ その他及び消去又は全社 

「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、次世代スーパーコンピュータ事業、次世

代クラウド事業、当社グループ会社向け情報システム開発・ファシリティサービス事業及び当社グループ従業員向け

福利厚生事業等が含まれております。 

また、事業セグメントとして識別されないものは、基礎的試験研究やIT戦略投資などの戦略費用及び親会社におけ

るグループ経営に係る共通費用であります。 
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営業利益は318億円の損失と、前年度比で630億円の改善となりました。次世代クラウドや次世代スーパーコンピ

ュータ、基礎的試験研究費用などの先行戦略投資やIT戦略投資に、引き続き高水準の投資を継続していますが、当

年度は、携帯電話事業の譲渡益544億円、ニフティのコンシューマ事業の譲渡益169億円を計上しております。 

（ⅶ）所在地別の損益情報 

当社グループは、成長市場である海外における売上収益の拡大と収益力向上を経営上の重要な課題の1つであると

考えております。所在地別の損益情報は当社グループの事業管理において重要な項目であるとともに、株主、投資

家の皆様に当社グループの損益概況をご理解頂くための有益な情報であると考えております。 

（億円）

前年度 当年度 前年度比 増減率

（自 2016年4月 1日 （自 2017年4月 1日 （%）

至 2017年3月3 1日) 至 2018年3月3 1日)

日本

売上収益 31,081 30,057 △1,023 △3.3

営業利益 2,214 1,825 △388 △17.6

(営業利益率) ( 7.1%) ( 6.1%) (△1.0%)

EMEIA（欧州・中近東・インド・アフリカ）

売上収益 7,567 8,101 534 7.1

営業利益 △126 90 216 －

(営業利益率) (△1.7%) ( 1.1%) ( 2.8%)

アメリカ

売上収益 2,847 2,807 △40 △1.4

営業利益 21 65 43 198.7

(営業利益率) ( 0.8%) ( 2.3%) ( 1.5%)

アジア

売上収益 2,856 2,771 △84 △3.0

営業利益 △2 48 50 －

(営業利益率) (△0.1%) ( 1.7%) ( 1.8%)

オセアニア

売上収益 925 1,005 79 8.6

営業利益 34 40 6 17.6

(営業利益率) ( 3.8%) ( 4.1%) ( 0.3%)

消去又は全社

売上収益 △3,948 △3,759 188 －

営業利益 △967 △245 722 －

連結

売上収益 41,329 40,983 △345 △0.8

営業利益 1,174 1,824 650 55.4

(営業利益率) ( 2.8%) ( 4.5%) ( 1.7%)

ａ 日本 

売上収益は3兆57億円と、前年度比で3.3％の減収となりました。ニフティのコンシューマ事業売却による減収影響

があったほか、通信キャリアの携帯電話基地局の投資抑制によりネットワークプロダクトが大幅減収となりました。

システムインテグレーションは、前年好調であったハード一体型のソリューションビジネスの反動減があったほか、

大規模プロジェクトの端境期にあたり金融や公共分野などで減収となりましたが、産業や流通分野が引き続き好調に

推移するなど全体としては堅調に推移しました。営業利益は1,825億円と、前年度比で388億円の悪化となりました。

ネットワークプロダクトの減収影響があったほか、パソコン/携帯電話事業でのメモリ等の部材調達価格が上昇した

影響や一部不採算プロジェクトの影響、モバイルウェア関連を中心としたIoT分野での先行投資費用や戦略商談を進

めた影響がありました。 
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ｂ EMEIA（欧州・中近東・インド・アフリカ） 

売上収益は8,101億円と、前年度比7.1%の増収となりました。インフラサービスを中心にユーロ及び英国ポンドに

対して円安が進行した影響がありましたが、為替影響を除くと前年度並みとなりました。営業利益は90億円と、前

年度比で216億円の改善となりました。子会社における法的紛争案件の影響はあったものの、過年度に実施した人員

削減などの固定費削減効果があったほか、ビジネスモデル変革費用の負担が減少しました。当年度は71億円のビジ

ネスモデル変革費用を計上しました。欧州での効率化及びデジタル化対応に向けた活動は継続しており、オフショ

ア人員の拡張や自動化対応等の効率化推進、新規領域拡大に向けた投資を実施しました。 

ｃ アメリカ 

売上収益は2,807億円と、前年度比1.4%の減収となりました。米国ドルに対して円安が進行した影響がありました

が、インフラサービスや電子部品などが減収となりました。営業利益は65億円と、前年度比で43億円の増益となりま

した。インフラサービスにおける利益率改善などによります。 

ｄ アジア 

売上収益は2,771億円と、前年度比3.0%の減収となりました。LSIや電子部品が減収となりました。営業利益は48

億円と、前年度比で50億円の改善となりました。前年度に電子部品事業において生産拠点再編に伴うビジネスモデ

ル変革費用を計上していたほか、採算性が改善したことによります。 

e オセアニア 

売上収益は 1,005億円と、前年度比8.6%の増収となりました。豪ドルに対して円安が進行した影響がありまし

た。営業利益は40億円と、前年度比で6億円の増益となりました。インフラサービスが増益となりました。 
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③ 財政状態 

＜要約連結財政状態計算書＞  （億円）

前年度末 当年度末 前年度末比

（2 017年3月3 1日) （2 018年3月3 1日)

資産

流動資産 18,424 18,672 248

非流動資産 13,490 12,542 △948

資産合計 31,914 31,215 △699

負債

流動負債 14,319 13,226 △1,093

非流動負債 7,403 5,939 △1,463

負債合計 21,722 19,166 △2,556

資本

自己資本 8,812 10,877 2,065

非支配持分 1,379 1,171 △208

資本合計 10,192 12,049 1,857

負債及び資本合計 31,914 31,215 △699

現金及び現金同等物 3,806 4,525 718

有利子負債 4,867 4,022 △844

ネット有利子負債 1,060 △502 △1,562

（注）自己資本      ：親会社の所有者に帰属する持分合計

有利子負債 ：社債、借入金及びリース債務等

ネット有利子負債 ：有利子負債－現金及び現金同等物

（ご参考）財務指標 

前年度末 当年度末 前年度末比

（2 017年3月3 1日) （2 018年3月3 1日)

自己資本比率 27.6% 34.8% 7.2%

D/Eレシオ 0.55倍 0.37倍 △0.18倍 

ネットD /Eレシオ 0.12倍 △0.05倍 △0.17倍 

（注）自己資本比率 ：親会社の所有者に帰属する持分合計（自己資本）÷資産合計

D/Eレシオ ：有利子負債÷親会社の所有者に帰属する持分合計（自己資本）

ネットD/Eレシオ ：（有利子負債－現金及び現金同等物）÷親会社の所有者に帰属する持分合計（自己資本）

（ご参考）確定給付型退職給付制度の状況  （億円）

前年度末 当年度末
前年度末比

（2 017年3月3 1日) （2 018年3月3 1日)

a.確定給付制度債務 △24,389 △24,137 252

b.年金資産 21,509 21,984 475

c.積立状況  （a）＋（b） △2,880 △2,152 727

当年度末の資産合計は3兆1,215億円と、前年度末から699億円減少しました。流動資産は1兆8,672億円と、前年度

末から248億円増加しました。現金及び現金同等物は4,525億円と、前年度末から718億円増加しました。3月末に携帯

電話事業の譲渡収入があったことなどによります。棚卸資産は2,416億円と、前年度末から515億円減少し、資産効率

を示す月当たり回転数は1.21回と、前年度末から0.06ポイント改善しました。非流動資産は1兆2,542億円と、前年度

末から948億円減少しました。有形固定資産及び無形資産がカーエレクトロニクス製造子会社である富士通テン株式

会社を株式会社デンソーに譲渡した影響や減価償却が進んだ影響などにより、それぞれ710億円、232億円減少しまし

た。 

負債合計は1兆9,166億円と、前年度末から2,556億円減少しました。流動負債は1兆3,226億円と、前年度末から

1,093億円減少しました。仕入債務が富士通テンを譲渡した影響などにより前年度末から767億円減少しました。非流 
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動負債は5,939億円と、前年度末から1,463億円減少しました。社債、借入金及びリース債務が前年度末から878億円

減少したほか、株価上昇により年金資産の運用が好調であったことなどにより確定給付型の退職給付制度に係る積立

状況（未積立債務）が改善した結果、退職給付に係る負債が510億円減少しました。流動負債及び非流動負債の社

債、借入金及びリース債務をあわせた有利子負債は4,022億円と、借入金の返済を進めたほか普通社債を一部償還し

たことにより前年度末から844億円減少しました。D/Eレシオは0.37倍と、前年度末より0.18ポイント下降しました。

有利子負債から現金及び現金同等物を控除したネット有利子負債残高は502億円のマイナスと、前年度末から1,562億

円改善しネットキャッシュのポジションに転ずるなど、財務体質の改善を大きく進めることが出来ました。 

資本合計は1兆2,049億円と、前年度末から1,857億円増加しました。利益剰余金は4,797億円と、前年度末から

2,138億円増加しました。親会社の所有者に帰属する当期利益1,693億円の計上に加え、確定給付型の退職給付制度の

積立状況改善による増加影響が654億円ありました。その他の資本の構成要素は566億円と前年度末から149億円減少

しました。富士電機株式会社株式の売却に伴う利益剰余金への振替などによります。また、自己株式は72億円のマイ

ナスと、株式会社富士通ビー・エス・シーを完全子会社とする株式交換に伴い前年度末から52億円保有額が減少しま

した。これらの結果、親会社の所有者に帰属する持分合計（自己資本）は1兆877億円となりました。親会社所有者帰

属持分比率（自己資本比率）は34.8%と、前年度末から7.2ポイント上昇しました。 

富士通は、経営目標として自己資本比率40%以上を掲げております。従業員の退職給付に係る積立不足額について

税効果を調整した上で自己資本から2,464億円控除していることにより、自己資本はまだ十分な水準に達しておりま

せんが、今後、ビジネスモデルの変革をさらに進め収益性を高めることにより、自己資本を充実させ財務の健全性を

高めてまいります。 

連結財政状態計算書に計上されないオフバランスの負債は、IAS第17号（リース）に規定される解約不能オペレー

ティング・リース取引に係る将来の最低リース料総額が1,045億円、IAS第16号（有形固定資産）及びIAS第38号（無

形資産）に規定される資産の取得に関する契約上のコミットメントが140億円であります。 

従業員の確定給付型退職給付制度の退職給付債務は2兆4,137億円と、前年度末から252億円減少し、年金資産は2兆

1,984億円と、前年度末から475億円増加しました。この結果、確定給付型退職給付制度の積立状況（退職給付債務か

ら年金資産を控除した金額）は2,152億円の不足と、前年度末から727億円改善しました。国内制度の積立状況は、株

価上昇により年金資産運用が好調であったことなどにより、前年度末から563億円改善しました。海外制度の積立状

況は、退職給付債務の減少もあり前年度末から164億円改善しました。海外の主要な確定給付型制度である英国制度

においては、退職給付債務とマッチングした年金資産運用を行うため債券を中心としたポートフォリオとし、退職給

付債務に対し積立比率が低下するリスクをヘッジしております。なお、確定給付型の退職給付制度の積立状況は、再

測定した時点で税効果を調整した上でその他の包括利益で認識し、その他の資本の構成要素から直ちに利益剰余金に

振り替えておりますが、当年度末の利益剰余金からの控除額は前年度末から654億円減少しました。 

当社グループは2018年6月に、国内の富士通企業年金基金に加入する現役従業員の制度の一部について、より健全

で持続可能な退職給付制度とするため、第3の企業年金と呼ばれる会社と従業員が資産運用などのリスクを折半する

制度であるリスク分担型企業年金に移行するとともに、年金資産の運用リスクをより一層抑制するためポートフォリ

オを見直し株式の運用割合を引き下げました。 
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④ キャッシュ・フロー 

＜要約連結キャッシュ・フロー計算書＞ 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー 

（自 

至 

前年度

2016年4月 1日

2017年3月3 1日)

2,503 

△1,454 

（自 

至 

当年度

2017年4月 1日

2018年3月3 1日)

2,004 

△225 

（億円）

前年度比

△499

1,229

Ⅰ+Ⅱフリー・キャッシュ・フロー 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー 

1,048 

△988 

1,778 

△1,124 

729

△136

Ⅳ現金及び現金同等物の期末残高 3,839 4,526 687

当年度の営業活動によるキャッシュ・フローは2,004億円のプラスと、前年度からは499億円の収入減となりまし

た。前年度に引当計上したビジネスモデル変革に伴う人員対策費用の支払などがありました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは225億円のマイナスとなりました。サービスや電子部品関連設備など有形固

定資産の取得やソフトウェアを中心とした無形資産の取得で1,350億円を支出しております。携帯電話事業や、カー

エレクトニクス製造子会社である富士通テン株式会社の譲渡収入、富士電機株式会社株式の売却収入があったことな

どにより、前年度からは1,229億円の支出減となりました。 

営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたフリー・キャッシュ・フローは1,778億円のプラス

と、前年度からは729億円の収入増となりました。ビジネスモデル変革の「形を変える」取り組みに取り組んだ結果

がキャッシュ・フローにも表れております。 

財務活動によるキャッシュ・フローは1,124億円のマイナスとなりました。借入金の返済を進めたほか社債の償還

がありました。前年度からは136億円の支出増となりました。 

この結果、現金及び現金同等物の期末残高は前年度末から687億円増加し、4,526億円となりました。 

   当社グループは、資金需要に応じた効率的な資金調達を確保するため、手許流動性を適切な水準に維持することを

財務活動上の重要な指針としております。手許流動性は、現金及び現金同等物と、複数の金融機関との間で締結した

コミットメントライン契約に基づく融資枠のうち未使用枠残高の合計額であります。当年度末の手許流動性は6,048

億円で、現金及び現金同等物を4,526億円、コミットメントライン未使用枠を1,522億円保有しております。 

当社は、グローバルに資本市場から資金調達するため、ムーディーズ・インベスターズ・サービス（以下、ムーデ

ィーズ）、スタンダード＆プアーズ（以下、S&P）及び株式会社格付投資情報センター（以下、R&I）から債券格付け

を取得しております。当年度末現在における格付け（長期/短期）は前年度末から変更なく、ムーディーズ：A3（長

期）、S&P：BBB＋（長期）、R&I ：A（長期）/a-1（短期）であります。 

当年度の有形固定資産の設備投資額は940億円（前年度比22.1%減）になりました。テクノロジーソリューション

では、国内外のデータセンターやクラウドサービス設備などを中心に461億円（前年度比26.3%減）を投資しており

ます。国内データセンターの設備投資が一巡したことなどにより、前年度からは164億円減少しました。ユビキタス

ソリューションでは、74億円（前年度比57.0%増）を投資しております。パソコンおよび携帯電話事業の製造及び設

計開発設備に投資しております。デバイスソリューションでは、LSIの製造設備のほか、電子部品のうち半導体パッ

ケージの製造設備などに329億円（前年度比24.9%減）を投資しております。また、上記セグメント以外では74億円

の設備投資を行っております。 

なお、当年度後1年間の設備投資計画は、第3「設備の状況」3「設備の新設、除却等の計画」にて記載しておりま

す。 

⑤ 生産、受注及び販売の実績 

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額ある

いは数量で示すことはしておりません。なお、当年度におけるセグメントごとの販売実績は、(1)②（ⅵ）セグメン

ト情報にて記載しております。 
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⑥ 重要な会計方針及び見積り 

当社の連結財務諸表は、国際会計基準（以下、IFRS）に準拠して作成しております。当社の連結財務諸表に適

用している重要な会計方針については、「第５ 経理の状況 連結財務諸表注記 ３． 重要な会計方針」をご参

照ください。 

IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、経営陣は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用に影

響を与える判断、見積り及び仮定を必要としておりますが、実際の結果と異なる場合があります。また、見積り及

びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを見直した連

結会計期間及び影響を受ける将来の連結会計期間において認識されます。現在の状況と将来の展望に関する仮定

は、当社グループにとって制御不能な市場の変化又は状況により変化する可能性があります。こうした仮定の変更

は、それが起きた時点で反映しております。経営陣は、以下の会計方針の適用における仮定及び見積りが、連結財

務諸表に重要な影響を与えると考えております。 

（ⅰ）有形固定資産 

有形固定資産の減価償却費は、事業ごとの実態に応じた回収期間を反映した見積耐用年数に基づき、主として定

額法で算定しております。将来、技術革新等による設備の陳腐化や用途変更が発生した場合には、現在の見積耐用

年数を短縮させる必要性が生じ、連結会計期間あたりの償却負担が増加する可能性があります。また、事業環境の

急激な変化に伴う生産設備の遊休化や稼働率低下のほか、事業再編などにより、保有資産から得られる将来キャッ

シュ・フロー見込額が減少した場合には、減損損失が発生する可能性があります。 

（ⅱ）のれん 

のれんは、年次で、また、減損の兆候がある場合はその都度、減損テストを行っております。のれんが配分され

た資金生成単位（Cash Generating Unit。以下、CGU）の回収可能価額が帳簿価額を下回った場合に、減損損失を認

識しております。回収可能価額は主に使用価値により算定しております。使用価値は、割引キャッシュ・フロー・

モデルにより算定しており、事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローのほか、成長率、各CGUが属するグルー

プ企業の加重平均資本コストを基礎とした割引率等の仮定を使用しております。これらの仮定は、経営者の最善の

見積りと判断により決定しておりますが、事業環境の変化等により見直しが必要となった場合、減損損失が発生す

る可能性があります。 

（ⅲ）無形資産 

ソフトウェアの減価償却について、市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間における見込販売数

量に基づいて償却しております。自社利用ソフトウェアやその他の無形資産のうち耐用年数を確定できるものは、

利用可能期間に基づく定額法により償却しております。事業環境の変化等により、販売数量が当初販売計画を下回

る場合や利用可能期間の見直しの結果、耐用年数を短縮させる場合には、連結会計期間あたりの償却負担が増加す

る可能性があります。 

（ⅳ）繰延税金資産 

法人所得税の算定に際しては、当社グループが事業活動を行う各国の税法規定の解釈や税法の改正、将来課税所

得の金額及び時期など、様々な要因について合理的な見積り及び判断が必要になります。繰延税金資産は、未使用

の税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して利用できる可能性が高いものに限り認

識しております。繰延税金資産は連結会計期間末に見直し、一部又は全部の繰延税金資産の便益を実現させるだけ

の十分な課税所得を稼得する可能性が高くない場合は、繰延税金資産の計上額を減額しております。課税所得が生

じる時期及び金額は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があります。また、税制改正に

より実効税率が変更された場合には、繰延税金資産の残高が増減する可能性があります。 

（ⅴ）確定給付型退職給付制度 

当社グループは、確定給付型及び確定拠出型の退職給付制度を設けております。確定給付型の退職給付制度の積立

状況（確定給付制度債務から制度資産の公正価値を控除した金額）の変動額については、再測定した時点で、税効果

を調整した上でその他の包括利益で認識し、その他の資本の構成要素から直ちに利益剰余金に振り替えております。

運用収益の悪化により制度資産の公正価値が減少した場合や、制度債務算出にあたっての種々の前提条件（割引率、

退職率、死亡率等）が変更され制度債務が増加した場合には、積立状況が悪化し、資本が減少する可能性がありま

す。 
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（2）経営成績等の状況の概要に係る主要な項目における差異に関する情報 

IFRSにより作成した連結財務諸表における主要な項目と、当社グループが従前採用していた日本基準により作成

した場合の連結財務諸表の主要な差異は以下のとおりであります。なお、当該差異の金額については、当社グルー

プは日本基準に基づく連結財務諸表を作成していないため概算額で記載しております。 

［連結貸借対照表］ 

（退職給付に係る調整累計額） 

退職給付に係る負債（資産）の純額（数理計算上の差異）1,466億円は、日本基準ではその他の包括利益累計額

に含めて表示されますが、IFRSでは利益剰余金に含めて表示しております。 

［連結損益計算書及び連結包括利益計算書］ 

（退職給付に係る費用） 

退職給付に係る負債（資産）の純額（数理計算上の差異）について、日本基準では原則として一定期間で償却

しますが、数理計算上の差異として一時の費用としない理由が失われている場合は即時償却いたします。一方、

IFRSでは数理計算上の差異は償却しません。過去勤務費用については、日本基準では一定期間で償却されます

が、IFRSでは発生時に即時認識されます。利息の計算において、日本基準では退職給付債務に割引率を乗じて算

定した利息費用と、年金資産に長期期待運用収益率を乗じて算定した期待運用収益を使用しておりますが、IFRS

では確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した金額に割引率を乗じて算定した利息純額を

使用しております。 

これらの影響により、IFRSでは日本基準に比べて、売上原価並びに販売費及び一般管理費、税引前利益、税引

後その他の包括利益がそれぞれ413億円、288億円、112億円減少しております。 

（のれんの償却） 

のれんは、日本基準では一定期間で償却されますが、IFRSでは償却されません。IFRSでは日本基準に比べて、

販売費及び一般管理費が53億円減少しております。 

（非継続事業） 

IFRSでは、独立した事業が既に処分されたか又は売却目的保有に分類される要件を満たした時点で、非継続事

業に分類します。非継続事業に分類した場合は、当該事業が比較対象期間の開始日から非継続事業に分類されて

いたものとして、連結損益計算書を再表示します。非継続事業からの売上収益及び営業利益は表示されず、非継

続事業からの当期利益のみ表示されます。 

カーエレクトロニクス製造子会社である富士通テン株式会社を非継続事業に分類したことに伴い、IFRSでは日

本基準に比べて、売上収益、営業利益がそれぞれ2,153億円、115億円減少しております。 
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４【経営上の重要な契約等】

(1) 技術提携契約

相手方 国名 契約製品 契約内容 契約期間 

Intel Corporation 米国 半導体装置 特許実施権交換
1998年6月5日から

関係特許の有効期間中 

2008年6月5日から
Intel Corporation 米国 半導体装置 特許実施権交換

関係特許の有効期間中 

International Business Machines 2015年12月18日から


Corporation
米国 情報処理組織 特許実施権交換

関係特許の有効期間中
	

Microsoft Corporation 米国 ソフトウェア 特許実施権交換
1997年9月16日から


関係特許の有効期間中


（注）上記の契約は、すべて当社を契約会社としたものです。 


(2) 合弁契約及びその他の契約

契約会社名 相手方 国名 契約内容

2017年11月2日、グローバル市場に向けたPC及び

Lenovo Group Limited、 
PC関連製品の研究開発、設計、製造及び販売に

富士通株式会社 中国、 関する戦略的な提携について、富士通クライア
合弁契約

（当社） 
Lenovo International 

オランダ ントコンピューティング株式会社を合弁会社と
Coӧperatief U.A.

する合弁契約及び株式譲渡契約を締結しまし

た。

その他の 富士通株式会社

契約 （当社） 
Oracle America, Inc. 米国 

2004年5月31日、 Sun Microsystems, Inc.（現

Oracle America, Inc.）との間で、

SPARC/Solarisサーバ製品の開発、製造及び販売

に関する協力関係を規定する諸契約を締結しま

した。 

(3) 特定融資枠契約 

当社グループは、資金調達の効率化及び安定化を図るため、複数の金融機関との間で特定融資枠（コミットメン

トライン）契約を締結しております。


当期末借入残高
特定融資枠契約の総額

152,200百万円 － 152,200百万円 

当期末未使用枠残高
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５【研究開発活動】

当社グループの事業は、「テクノロジーソリューション」、「ユビキタスソリューション」及び「デバイスソリ

ューション」の各セグメントにより構成されており、それぞれの分野ごとに研究開発活動を行っております。「テク

ノロジーソリューション」では、次世代のサービス、サーバ、ネットワーク等に関する研究開発を行っております。

「ユビキタスソリューション」では、ユビキタス社会に不可欠な製品及び技術に関する研究開発を行っております。

「デバイスソリューション」では、LSI、電子部品（半導体パッケージ及び電池）等の各種デバイス製品及び関連技

術に関する研究開発を行っております。

当社グループでは、ICTを活用することによってどのようにイノベーションを起こし、これまでとは違う未来を創

り出していくかについての考えを「Fujitsu Technology and Service Vision」としてまとめています。研究開発か

らお客様へのアプローチ、そして製品・サービスの提供に至るすべての事業活動をこのビジョンにもとづいて実行し

ています。このビジョンの中心的な考えとして、Human Centric Innovationというコンセプトを2014年に発表しまし

た。これは先進技術で人をエンパワーする（力を与える）ことによって、ビジネスや社会のイノベーションを生み出

す新たなアプローチです。 

イノベーションは、人々の創造性、情報から導かれるインテリジェンス、そしてモノやインフラのつながり、と

いう3つの要素を組み合わせることによって実現することができます。それぞれの要素は、人、情報、インフラスト

ラクチャーという3つの経営資源に対応しています。 

当社グループの研究開発活動は、この3つの要素に対応した、以下のアクションアイテムに沿って行われていま

す。

①ヒューマン・エンパワーメント 

デジタル技術を活用して人をエンパワーします。 

②クリエイティブ・インテリジェンス 

データ分析とアルゴリズムから引き出されるインテリジェンスを活用します。 

③コネクテッド・インフラストラクチャー 

ビジネスや社会のインフラやモノ、プロセスをつないで価値を創造します 

上記の各アクションアイテム等に関する、当年度における主な研究開発活動の成果は、以下のとおりです。ま

た、当年度における研究開発費の総額は、1,586億円となりました。このうち、テクノロジーソリューションに係る

研究開発費は886億円、ユビキタスソリューションに係る研究開発費は162億円、デバイスソリューションに係る研究

開発費は176億円、その他及び消去又は全社に係る研究開発費は360億円です。 

①ヒューマン・エンパワーメント 

データを分析、活用するための技術や、ハンズフリー端末など、人の行動を支援する技術の研究開発をしました。 

・CT検査におけるAIを活用した類似症例検索技術を開発しました。画像ごとに機械学習を用いて病変を識別し、こ

れを集めて病変部の3次元分布の特徴を算出することにより、高精度に類似症例の検索が可能となります。 

・身に付けて使用する小型のハンズフリー音声翻訳端末を開発しました。音道形状の工夫により小型無指向性マイ

クを用いる話者識別技術の開発と、雑音に強い発話検出技術の精度を向上しました。 

・ストリームデータ処理を受信処理とデータ処理に分離し、受信処理や実行中のデータ処理は停止させず、並列化

された実行中のデータ処理が完了したタイミングで、配信されたデータ処理プログラムに自動的に切り替えるこ

とにより、大量のIoTデータ処理を停止させることなく処理内容の追加・変更を実行できるストリームデータ処

理アーキテクチャーを開発しました。 

②クリエイティブ・インテリジェンス 

進化するAI（人工知能）による社会実装技術、多種多様なシーンに適用するセキュリティ技術の研究開発をしまし

た。

・橋梁の表面に取り付けたセンサーで振動データを収集し、AI技術を用いて内部損傷度合いを推定できる分析技術

を開発しました。変動の激しい振動などの時系列データから、力学的な運動の特徴を図形として抽出してDeep

Learningで学習・分類する技術を拡張し、構造物や機器などの状態の異常や損傷の度合いを定量化します。 

・「Deep Tensor」を拡張し、グラフ構造の特徴を学習する機構を複数用意することで、時系列のログデータに含

まれる様々な特徴と、その特徴間の関係を同時に学習し、日常業務で使われている通信と区別が難しい侵入後の

マルウェア活動の検知を高精度化するAI技術を開発しました。 
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・「Deep Tensor」技術を拡張し、AIが推定結果を導き出した主要因となる部分を特定する技術と、学習データと

論文や知見などのオープンデータを統合したナレッジベースの中から、特定した部分を対応づける事により、AI

の推定理由や根拠を説明する技術を開発しました。 

・複数のブロックチェーン間を新たなブロックチェーンで接続し、各チェーンにおける一連の通貨交換に関わる取

引処理を紐づけることで、全体を一つの取引として自動実行可能とするスマートコントラクトの拡張技術と、各

チェーンでの取引処理の実行タイミングを同期させるトランザクション制御技術により、異なる仮想通貨の交換

や決済を簡単・安全に実行できるセキュリティ技術として「コネクションチェーン」を開発しました。 

・株式会社リクルートコミュニケーションズと、「デジタルアニーラ」をマーケティング・コミュニケーションに

適用し、マーケティング効果の最大化を実現するためのマーケティング・テクノロジーの開発を目的とした共同

研究を開始しました。 

・車載ネットワークに流れるメッセージの受信タイミングから、サイバー攻撃を検知する技術を開発しました。平

常時のメッセージの受信周期を学習し、学習した周期に対応するメッセージの受信数と実際の受信数のずれを利

用して攻撃の可能性を判定します。 

・自動車用エンジンでは、エンジンをトルクで管理するトルクベース制御が主に行なわれていますが、インジェク

タ毎に異なる噴射特性や劣化特性等によって気筒間でトルクばらつきが生じることがあり、排ガス性能や燃費性

能の悪化を招く要因となっていました。そこで、ベイズ推定理論と統計的サンプリング理論に基づく状態推定手

法であるUKF（アンセンテッドカルマンフィルタ）を応用したトルクばらつき補正制御手法を開発しました。本

技術により、新たにセンサーを設置することなく、既設センサーを用いてトルクばらつきを抑制でき、排ガス性

能や燃費性能の向上が実現できます。 

③コネクテッド・インフラストラクチャー 

次世代コンピューティング、AI基盤、光ネットワークの高速化などICTインフラを強化する技術を研究開発しまし

た。 

・ブロックチェーン上の取引の自動処理プログラムであるスマートコントラクトのリスクを事前に検証し、ソース

コード上での該当箇所を特定する技術を開発しました。 

・Deep Learningの学習用ハードウェアの電力効率を向上させる回路技術を開発しました。ビット幅を減らした演

算器の出力をリアルタイムに集計して分析することにより、学習に最適となるように演算器の小数点位置を自動

的に制御する回路技術を開発しました。本技術により、演算器やメモリの消費電力を75%以上削減することが可

能になります。 

・仮想デスクトップシステムの性能劣化要因を特定する自動分析技術を開発しました。ネットワーク上のパケット

を監視し、分析に必要な情報を抽出して蓄積することで、システムに負荷をかけずに、ストレージが原因となる

ボトルネックの分析が可能となります。 

・ブロックチェーンのトランザクション処理を高速化する技術を開発しました。アプリケーションとブロックチェ

ーン間の通信処理を複数まとめることで通信量を削減し処理を高速化しています。 

・ブロックチェーンの応用による安心・安全なデータ流通ネットワークを実現するソフトウェアを開発しました。

ブロックチェーンを応用した分散データへのアクセス制御を実現する富士通研究所の技術「富士通VPXテクノロ

ジー」を活用し、様々な組織や企業内に蓄積されているデータの安全な流通を実現します。 

・第5世代移動通信方式（5G）で要求されている毎秒10ギガビット超の高速通信を、Wi-Fiアクセスポイント並みの

低消費電力で実現できる基地局向けミリ波回路技術を開発しました。フェーズシフタと呼ばれるアンテナ素子へ

の信号の位相を制御する回路のアンプ数を減らし、回路の電力ロスを最小化するミリ波回路技術により、消費電

力を半減させることに成功しました。 

・低消費電力で広い領域を対象にできる無線通信技術であるLPWA（Low Power Wide Area）に対応した、電池交換

不要の世界最小センサーデバイスを開発しました。温度センサーで測定した温度に合わせて電波送信のタイミン

グを制御する技術を開発し、電力を効率よく利用することで、電波送信に必要な蓄電素子を半減し、デバイスの

小型化に成功しました。 

・サーバに搭載したFPGA（集積回路）を、処理能力を高めるアクセラレータとして活用することで、クラウド間の

大量データ転送を可能にする業界最高性能なWAN（Wide Area Network）高速化技術を開発しました。 
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・仮想マシンの負荷パターンと、機械学習によって算出したメンテナンスによるお客様業務への影響度合いを予測

し、業務影響を避けつつ、メンテナンスを行う計画を短い時間で自動作成することで、お客様の重要な業務を停

止させないクラウド運用技術を開発しました。 

・光ネットワークの構築・運用管理を容易にするため、深層学習を用いて、光受信器の入力信号から光伝送信号パ

ラメーターを直接推定する技術を開発しました。 

④共通な基盤 

ICTを支える基盤技術、新材料などの研究開発をしました。 

・レアメタルであるコバルトを使用せず、従来のコバルト系材料に匹敵する高い電圧を持つリン酸鉄系リチウム二

次電池用正極材料を開発しました。鉄系材料を用いて高い電圧を実現する新たな要因を発見し、独自の材料設計

技術と、原料の配合や材料形成を精密に制御する技術により、新しい構造のピロリン酸鉄リチウムの合成に成功

し、コイン型の二次電池を試作しました。 

・内部抵抗を従来比10分の1とする電極の構造と電子走行層の下方に障壁層を設けることで漏れ電流を抑制する構

造によりトランジスタ性能を向上させ、大容量の無線ネットワークに適用可能な、窒化ガリウム高電子移動度ト

ランジスタ（GaN-HEMT）を利用した送信用の高出力増幅器を開発しました。 

・「デジタルアニーラ」に内部状態を観測しパラメーターを自動制御する回路を組み込むことにより、複雑なパラ

メーター設定を行わずに組合せ最適化問題を解く技術を開発しました。 

・高熱伝導性と耐熱性を両立する垂直配向カーボンナノチューブから構成された、高い放熱性能を持つ高熱伝導カ

ーボンナノチューブシートの開発に成功しました。 

・GaN-HEMTパワーアンプを高効率に冷却する単結晶ダイヤモンドと、SiC基板という熱膨張係数の異なる硬い材料

同士を常温で接合する技術を開発しました。本技術を、GaN-HEMTの放熱に活用することで、高出力での安定動作

を可能にします。 

・理化学研究所 革新知能統合研究センター（AIPセンター）理研AIP-富士通連携センターにおいて、AIPセンター

分子情報科学チームらとともに、材料設計に材料シミュレーションの手法の一つである第一原理計算と、AI技術

を活用する実証実験を行い、最適な材料組成を効率的に見つけ出し、材料開発を大幅に加速できることを実証し

ました。 
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